
経理様式１２　　「委託研究実績報告書」および「収支簿」事前チェックリスト

番号 項目 確認内容 チェック

1 形式 経理関係書類は、最新様式を使用しているか。 　

2 形式
収支簿が任意様式である場合、「事業名・プログラム名」、「研究題目」、「研究担当者」、「日付」、「摘要」、「支出額及びそ
の合計」、「費目（物品費／旅費／人件費・謝金／その他）及びその小計」、「支払先」が記載されているか。

　

3 形式 経理様式1「委託研究開発実績報告書」の日付は正しく記載されているか。 　

4 形式
変更契約を締結している場合、「委託研究開発実績報告書」の「契約額」欄には最新（変更契約後）の金額を記載している
か。

　

5 形式 「委託研究開発実績報告書」と「収支簿」に記載の各費目の決算（支出）額が一致しているか。 　

6 形式
「委託研究開発実績報告書」には、契約担当者（機関の代表者又は権限を委譲された者）の「役職印」による押印はある
か。

　

7 形式
経理様式4「返還連絡書」で事前連絡した金額と実際の返還済額及び「委託研究開発実績報告書」に記載の返還済額（Ｄ）
に不一致がないか。

　

8 費目間流用
当事業年度の費目間流用は制限の範囲内か。または、流用制限額を超えている場合には、事前にＪＳＴの承認を得ている
か。

　

9
作成方法

（委託研究実績報告書
/収支簿）

「委託研究開発実績報告書」及び「収支簿」の提出にあたって、正本に副本（コピー）を添付しているか。 　

10
記載方法

（委託研究実績報告書
/収支簿）

「委託研究開発実績報告書」及び「収支簿」の「事業名・プログラム名」、「研究題目」は正しく記載されているか。 　

11
記載方法
（収支簿）

収支簿の各経費の予算費目の仕訳は妥当か。 　

12
記載方法
（収支簿）

収支簿の日付は、「入出金年月日」となっており、全件記入があるか。 　

13
記載方法
（収支簿）

収支簿には１伝票（もしくは１品）毎に１行で記載しているか。また、支払先ごとに１行の記入としているか。更に、人件費に
おける事業主負担分や消費税相当額等は各々行を分けているか。

　

14
記載方法

（収支簿/物品費）
摘要欄に記載する「品名」は具体的な名称が記載されているか。 　

15
記載方法

（収支簿/物品費）
 「１品（もしくは１式）の金額が５０万円以上」の物品等がある場合、「収支簿」上に全て記載しているか、もしくは内訳が確
認できる納品書等を収支簿に添付しているか。

　

16
記載方法

（収支簿/旅費）
摘要欄に「旅行者名」、「旅行期間」、「旅行内容（打合せ名、学会名）、「用務地」が記載されているか。 　

17
記載方法

(収支簿/人件費・謝金）

収支簿の摘要欄に「支払対象者」、「支払内容（○月分給与、○月分社会保険料など）」が記載されているか。また、複数の
対象者がいる場合において、対象者毎に支払金額がわかるよう記載しているか。派遣労働者についても、研究開発計画
書記載の研究参加者であることがわかるよう氏名を記載しているか。

　

・宿泊を要しない旅行は「旅行期間」および「用務地」の省略が可能。
・収支簿の提出の省略が認められている研究機関については、研究機関が説明責任を果たせ
ると判断する範囲内において各機関の判断により適宜省略記載を行うことも可能。

収支簿の提出の省略が認められている研究機関については、研究機関が説明責任を果たせる
と判断する範囲内において各機関の判断により適宜省略記載を行うことも可能。

契約書前文の記載を参照の上、正確に記入すること。

例えば、汎用ソフトウエアや書籍は「物品費」、不課税取引等に係る消費税相当額は「その他」
で仕訳されているか。

・人件費における事業主負担分や消費税相当額等の研究機関留保分は無記入でも可。
・「入出金年月日」以外の日付を記入している場合には、収支簿の備考欄に日付の意味等を記
載のこと。

収支簿の提出の省略が認められている研究機関については、研究機関が説明責任を果たせる
と判断する範囲内において各機関の判断により適宜省略記載を行うことも可能。

・例えば、「試薬」「消耗品一式」「書籍」「ソフトウエア」として具体名称を記載しない表記は不可。
省略記載の方法については、事務処理説明書参照。
・収支簿の提出の省略が認められている研究機関については、研究機関が説明責任を果たせ
ると判断する範囲内において各機関の判断により適宜省略記載を行うことも可能。

収支簿の提出の省略が認められている研究機関については、研究機関が説明責任を果たせる
と判断する範囲内において各機関の判断により適宜省略記載を行うことも可能。

備　　　　　考

ＪＳＴホームページの更新日を確認の上、最新の様式を使用すること。

収支簿の提出の省略が認められている研究機関については、左記必要項目の一部が不足する
場合であっても、必要に応じ補足可能である場合には、ＪＳＴ所定様式に拠らないことも可能。

翌事業年度に継続する契約もしくは当事業年度末に終了する契約：当事業年度の3/31を記入。
当事業年度の3/31より前に終了する契約：契約期間終了日を記入。
※提出日ではないため注意。

契約変更額は必ず反映させること。
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経理様式１２　　「委託研究実績報告書」および「収支簿」事前チェックリスト

番号 項目 確認内容 チェック 備　　　　　考

18 全般

直接経費は、本研究開発の目的・趣旨に適合するものを経費として計上しているか。
例えば、以下のような経費の支出を行っていないか。
●管理部門で発生する経費等、間接経費としての計上が適切と考えられるもの。
●自己啓発や教育を目的とする費用や、その他個人的な使途を目的とするもの。
●職場環境の向上等の福利厚生的な使途を目的とするもの。
●「特許関連経費」、「学会年会費」等で研究機関や研究参加者の権利となるもの。
●本研究開発の目的・趣旨に照らして直接的な関連がない、または、過剰な支出。
●飲食費の計上を行う際のアルコールの計上。

　

19 全般 計上されている経費はその発生、契約及び検収の時期から見て当事業年度の支出として処理することが適切か。 　

20 全般 研究終了間際に本研究開発への寄与が不明な物品等の購入を行っていないか。 　

21 人件費・謝金 人件費・謝金は、勤務実態（本研究開発に従事した時間等）に基づいた適正な計上となっているか。 　

22 飲食費 飲食費の計上がある場合、対象者や単価等は研究機関の規程及び社会通念に照らして適当な水準となっているか。 　

23 研究実施場所借上経費

使用されるスペースは本研究開発に直接必要であり、専ら使用されるものであるか。また、その借上経費は妥当なもので
あるか。
（特に、対象となるスペースが自ら所有する施設等である場合、借上経費は利用規則等の規程に基づき適切に計上されて
いるか）

　

24 光熱水料
光熱水料は本研究開発に専ら使用される施設・設備に係るものであり、専用メーターにより他の業務と区分されているか。
また、専用メーターがない場合には、合理的積算根拠により他の業務と区分しているか。

　

25 消費税相当額 消費税相当額を計上している場合、不課税等の取引額に対する８％を計上しているか。 　

26 敷金・保証金 「敷金・保証金」等で予め戻入となることが予定されているものの計上はないか。 　

27 立替払い 立替払いをした場合、機関の規程に沿って適切に処理を行っているか。また、領収書を入手し、保管しているか。 　

28 利益排除
100%子会社等または自社からの調達を行っている場合には、事務処理説明書に従い、適切に利益排除の処理を行ってい
るか。

　

29 調達方式
1契約が100万円以上の調達を行う案件がある場合、相見積もりを行っているか。また、競争による調達を行わない場合に
は、選定理由書を作成しているか。

　

30 取得物品
取得物品のうち、ＪＳＴへの報告対象となる２０万円以上の物品等については、漏れなく所定の様式によりＪＳＴへの報告を
完了しているか。

　

31 収支簿添付資料

以下の資料（任意様式）を収支簿に添付して提出することとしているか。なお、収支簿の提出の省略が認められている研
究機関については、以下の資料の提出についても省略可能。
　・研究実施場所借上経費を計上する場合に、その計算根拠
　・専用メーターがなく合理的積算根拠により光熱水料を計上する場合に、その計算根拠
　・100%子会社等からの調達を行っている場合に、競争による調達を行わない合理的理由及び利益排除の方法を示す資
料

　

※本チェックリストは、経理様式1「委託研究開発実績報告書」及び経理様式2「収支簿」の形式上の不備のないこと、並びに、計上された経費が適正であることを経理様式の作成に際して各研究機関において予め確認を行うためのものです。必ず本リストにて
チェックを行った上で、各様式を提出してください。なお、本チェックリストは代表的な事項を取り上げたものであり、本リストに記載のない事項であっても研究機関の規程並びに本事業の事務処理説明書等に従って適正に処理を行う必要がありますのでご留意く
ださい。

・直接経費の支出に関しては、左記事例のみに拠らず、研究機関の規程に照らしつつ、本事業
の目的・趣旨を勘案し、研究機関の責任により適切に判断を行うこと。
・科学研究費補助金を受給している研究機関は、委託研究開発費の使途に関して本事務処理
説明書に記載のない事項について、研究機関における科学研究費補助金の取扱いに準拠する
ことで差し支えない。

・当事業年度に納品検収された経費を翌事業年度の予算より支出することは不可。
・翌事業年度に納品検収される経費を当事業年度の予算より支出することは不可。
・複数年度分の費用を一括して前納した場合、当事業年度分の費用のみを適切に計上すること
が必要。（ＦＡＱ４００５参照。ソフトウェアライセンスについて、例外の取扱いあり。）

予算消化を目的とした研究終了間際の駆け込み購入は認められない。

例えば、出張日と出勤簿、従事日誌等の不整合は無いか。
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